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事 務 所 だ よ り  

 

令和３年１０月号 

～ 休暇制度導入助成金と両立支援等助成金（休暇取得支援コース）の紹介～ 
                  担当 杉山 友香  

休暇制度導入のための助成金 

新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇制度導入助成金 

【主な支給要件】 

・新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、医師又は助産師の指導によ

り、休業が必要とされた妊娠中の女性労働者が取得できる有給の休暇制度（年次有給休暇を

除き、年次有給休暇の賃金相当額の６割以上が支払われるものに限る）を整備すること 

・有給休暇制度の内容を新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の内容とあわせて労働者に周知

すること 

・令和３年４月１日から令和４年１月 31日までの間に、当該休暇を合計して５日以上労働者に取得させること 

 （支給額） １事業場につき１回限り １５万円 

休暇取得支援のための助成金 

両立支援等助成金（新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇取得支援コース） 

 【主な支給要件】 

・新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、医師又は助産師の指導によ

り、休業が必要とされた妊娠中の女性労働者が取得できる有給の休暇制度（年次有給休暇を

除き、年次有給休暇の賃金相当額の６割以上が支払われるものに限る）を整備すること 

・有給休暇制度の内容を新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の内容とあ

わせて労働者に周知すること 

・令和２年５月７日～令和４年１月 31日までの間に、当該休暇を合計して 20日以上労働者に取得させること 

 （支給額） 対象労働者１人当たり ２８．５万円 （１事業所当たり上限５人まで） 

母性健康管理指導事項連絡カードの活用方法について 

母健連絡カードは、主治医等が行った指導事項の内容を、妊産婦である女性労働者から事業主へ的確に伝えるためのカー

ドです。事業主は、母健連絡カードの記載内容に応じ、男女雇用機会均等法第13条に基づく適切な措置を講じる義務があり

ます。 

【母健連絡カードの使い方】 

(1) 妊娠中及び出産後の健康診査等の結果、通勤緩和や休憩に関する措置などが必要であると主治

医等に指導を受けたとき、母健連絡カードに必要な事項を記入して発行してもらいます。 

(2) 女性労働者は、事業主に母健連絡カードを提出して措置を申し出ます。 

(3) 事業主は母健連絡カードの記入事項にしたがって時差通勤や休憩時間の延長などの措置を講じます。 
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令令和和３３年年１１００月月１１日日よよりり、、最最低低賃賃金金額額がが８８２２１１円円にに引引きき上上げげ  

担担当当  伊伊東東  毅毅    

熊本県内で営む事業については、最低賃金が従来より２８円と大幅に引き上げされました。 

パートや学生アルバイトにも適用されますので、賃金の見直しを行って下さい。 

また、最低賃金は、企業単位でなく事業単位となりますので、本社が熊本にあっても、支店や工場が他県

にある場合はその地域別最低賃金が適用されます。 

更に、派遣労働者については、派遣先事業所の地域別最低賃金が適用されます。 

最低賃金の計算方法 

（１）現在の時給≧821 円 

（２）現在の日給÷所定労働時間≧821 円 

（３）月給制 ①賞与など 1 ヶ月を超える期間毎に支払われる賃金、②皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

③時間外手当、休日割増手当、深夜割増手当、④祝金など臨時に支払われる賃金を除外した、通常

の労働時間又は労働日の賃金を、月の所定労働時間で除して求めた時間あたりの賃金≧821 円  

介護事業で支給される処遇改善加算は、最低賃金の計算に算入して下さい。 

（４）歩合給がある場合   

①完全歩合給  歩合給÷総労働時間数（所定労働時間＋時間外・休日労働時間数）≧821 円 

②固定給と歩合給  固定給÷所定労働時間＝A  歩合給÷総労働時間数＝B 

          A＋B≧821 円  

 

 

  

最低賃金が大幅に引き上げられたことに伴い、「事業場内で最も低い賃金」を 20 円以

上の一定額引き上げ、かつ生産性向上につながる設備投資をした場合に、その費用の 75％

から 90％（但し上限 20 万～最大ほぼ不可能な 450 万）援助するものです。 

 具体的には、9 月時点の事業場内最低賃金が 800 円とすると、10 月 1 日から 821 円にし

なければならず、更に 30 円アップした場合に引き上げる労働者が 7 人以上で最大 100 万円援助するという

ものです。 

 ですので、最低賃金が改定される直前に検討することなく、来年また最低賃金が見直される 2 カ月前 

（事前に計画届の認可が必要）に検討した方が良いようです。 

      決決定定後後のの標標準準報報酬酬月月額額ににつついいてて  
～令和 3 年 10 月支払いより新標準報酬月額での社会保険料控除をお願いします～ 

担当 杉山 友香  

事業主のみなさま、算定基礎届に関する書類のご提出、お疲れ様でした。 

すでに健康保険・厚生年金保険標準報酬月額決定通知書が届いていると思います。今回、決定された標準

報酬月額は、今後昇降給や給与体系の変更などにより月額変更に該当する場合を除き、原則、本年の 9 月

から来年の 8 月まで使用されることとなります。厚生年金の保険料率は、年金制度改正に基づき平成 16

年から段階的に引き上げられてきましたが、平成 29 年の 9 月を最後に引上げが終了し

ています。よって厚生年金保険料率は、18.3％で固定されてます。今年度の決定標準報

酬月額は、被保険者の方にも必ず通知していただくようにお願いします。 


